
第54期 決算公告

2025年2月27日

東京都港区高輪３丁目５番２３号

株式会社 ジャステック

代表取締役社長 村中 英俊

(単位：百万円)

科目 金額 科目 金額

流動資産 25,292 流動負債 7,327

現金及び預金 21,632 買掛金 620

売掛金 1,950 リース債務 78

契約資産 1,537 未払金 6,491

仕掛品 8 未払法人税等 74

前払費用 108 預り金 38

その他 65 プログラム保証引当金 15

貸倒引当金 △ 10 その他 7

固定資産 4,639 固定負債 428

有形固定資産 472 リース債務 107

建物 262 長期未払金 72

工具、器具及び備品 25 退職給付引当金 60

リース資産 184 資産除去債務 186

無形固定資産 409 負債合計 7,755

ソフトウエア 402

その他 7 株主資本 22,173

投資その他の資産 3,756 資本金 2,238

投資有価証券 504 資本剰余金合計 2,118

敷金 373 資本準備金 2,118

保険積立金 2,373 利益剰余金合計 17,816

繰延税金資産 463 利益準備金 123

その他 41 その他利益剰余金 17,693

貸倒引当金 0 別途積立金 9,309

繰越利益剰余金 8,384

評価・換算差額等 2

その他有価証券評価差額金 2

純資産合計 22,176

資産合計 29,931 負債・純資産合計 29,931

資産の部 負債の部

純資産の部

2024年11月30日現在

貸借対照表



(単位：百万円)

科目

売上高 21,428

売上原価 16,912

売上総利益 4,516

販売費及び一般管理費 1,832

営業利益 2,683

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 22

有価証券利息 19

投資有価証券売却益 10

保険解約益 40

保険配当金 27

保険事務手数料 16

その他 6 145

営業外費用

支払利息 3

保険解約損 5

株式交付費 1

投資有価証券売却損 238

その他 0 248

経常利益 2,581

特別利益

固定資産売却益 0

新株予約権戻入益 80

子会社清算益 9

その他 4 95

特別損失

固定資産除売却損 5

公開買付関連費用 319

その他 1 326

税引前当期純利益 2,350

法人税、住民税及び事業税 469

法人税等調整額 153 623

当期純利益 1,727

金額

至 2024年11月30日

自 2023年12月１日

損益計算書



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1 有価証券の評価基準および評価方法

(1) 満期保有目的債券 ‥ 償却原価法（定額法）

(2) 子 会 社 株 式 ‥ 移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの ‥ 決算日の市場価格等に基づく時価法

市場価格のない株式等 ‥ 移動平均法による原価法

2 棚卸資産の評価基準および評価方法

仕掛品 ‥ 個別法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

3 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ８～24年

車両運搬具 ６年

工具、器具及び備品 ３～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエア ‥ 社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

4 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) プログラム保証引当金

(3) 受注損失引当金

(4) 退職給付引当金

① 退職給付見込額の期間帰属方法

② 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

(5) 役員退職慰労引当金

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額を費用処理しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

販売済ソフトウェア製品の保証期間中における補修費に充てるため、売上高に対する過去の実績率に基づく
見込額および将来の費用を合理的に見積もることが可能な個別案件については当該見込額を、プログラム
保証引当金として計上しております。

ソフトウェア開発の受注契約にかかる将来の損失に備えるため、当事業年度末時点で将来の損失が見込ま
れ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、翌事業年度以降に発生が見込まれる
損失額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき
計上しております。

当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、2024
年２月27日開催の第53回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職慰労金の打ち切り
支給を決議いたしました。これに伴い、当社にて計上しておりました「役員退職慰労引当金」 72百万円を取り
崩し、「長期未払金」として固定負債に表示しております。



5 収益および費用の計上基準

（貸借対照表に関する注記）

1 有形固定資産の減価償却累計額 千円

2 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権

売掛金 千円

短期金銭債務

未払金 千円

（税効果会計に関する注記）

1 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 千円

未払賞与 千円

未払賞与に係る社会保険料 千円

長期未払金（役員退職慰労金） 千円

退職給付引当金 千円

退職給付費用 千円

資産除去債務 千円

前払費用 千円

減価償却超過額 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 千円

その他有価証券評価差額金 千円

繰延税金負債合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

2 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因別内訳
 法定実効税率 ％

（調整項目）

交際費等永久に損金と認められないもの ％

受取配当金等永久に益金と認められないもの ％

住民税均等割額 ％

税額控除 ％

その他 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％

30.6

0.2

0.6

△ 1.2

26.5

△ 3.7

－

9,662

563,252

△ 57,241

506,010

463,991

352,340

21,340

19,201

332,816

△ 42,018

22,318

18,600

5,462

52,466

△ 40,970

6,507

57,241

29,976

△ 1,048

14,460

収益の計上基準は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。契約開始時において、一定期間にわたり充足する
履行義務かどうかを判断し、当該履行義務に該当しないと判断されるものについては、一時点で充足する履行義
務としています。
当社の主要な事業であるソフトウェア開発事業は、システム構築に係わる企画提案から要件定義、開発・構築、運
用に至るまでの一切のソフトウェア開発のためのサービス提供を行っており、これらは、当社作業の進捗に伴い顧
客への引き渡し及び検収ができる状態に近づくため、期末日における見積総原価に対する累積実際発生原価の
割合に応じた金額等で履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり
認識する方法にて計上しております。



（関連当事者との取引に関する注記）

役員および個人主要株主等

（注）

（１株当たり情報に関する注記）

1 １株当たり純資産額 3,168,049,743円57銭

2 １株当たり当期純利益 246,758,870円43銭

（注） 当社は2024年９月13日付けで普通株式2,400,000株につき１株への株式併合を行っております。当事業年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産、１株当たり当期純利益を算定しております。

取引条件および取引条件の決定方針等
2012年２月23日定時株主総会および2013年２月21日定時株主総会の決議により発行した、新株予約権
（ストック・オプション）の権利行使であります。また、当該取引金額は新株予約権の権利行使価額の総額であ
ります。

― ―

役員 ―

ストック・
オプションの

権利行使
（注）

11,991千円

(被所有)
直接0.0％

当社取締役村中英俊

科目 期末残高種類
会社等の名称

又は氏名
議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者

との関係

ストック・
オプションの

権利行使
（注）

17,384千円

取引の内容 取引金額

―

役員 信井達也
(被所有)
直接0.0％

当社取締役


